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９ 勤 務 時 間 ・ 休 暇 関 係

(1) 株式会社日本政策金融公庫法等の施行に伴う改正

株式会社日本政策金融公庫法及び地方公営企業等金融機構法の施行に伴い、勤務時間規則で規

定する法人が変わることから、平成20年９月30日付けで改正した。［平成20年10月１日施行］

(2) 裁判員制度導入に伴う特別休暇の新設

裁判員制度の導入に伴い、職員が裁判員として選ばれた場合に、裁判所に出頭するのに必要と

認められる時間を特別休暇とするため、勤務時間規則を平成20年９月30日付けで改正した。［平

成21年５月21日施行］

(3) 公益法人等への職員の派遣等に関する条例の改正に伴う改正

公益法人等への職員の派遣等に関する条例の改正により、「公益法人」が「公益的法人」に改

正されたことから、勤務時間規則を平成20年11月25日付けで改正した。［平成20年12月１日施行］

(4) 週休日の振替等の期間の延長

職員の休日数の確保、健康及び福祉への配慮並びに時間外勤務縮減の観点から、週休日の振替、

半日勤務時間の割振り変更及び代休日の指定ができる期間を、「８週間後」から「12週間後」に期

間を延長するため、勤務時間規則を平成21年３月６日付けで改正した。［平成21年４月１日施行］

(5) 勤務時間改定に伴う改正

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の改正により、勤務時間が改正されることに

伴い、半日勤務時間の定義、休暇の時間単位の日への換算等について、勤務時間規則等を平成21

年３月30日付けで改正した。［平成21年４月１日施行］

(6) 勤務時間の特例

条例及び規則で定められている勤務時間及び週休日等について、別段の定めをするときには、

人事委員会の承認・協議が必要とされている。平成21年３月31日現在の状況は次のとおりである。

勤務公署 対象職員 特例期間 特 例 の 内 容 承認等年月日 備 考

教育委員会 10人 恒常的 週休日を航海中以外の期間において 8. 7.25 遠洋航海に

海洋高等学校海 まとめて指定する勤務時間の割振り 出るため
洋丸 を平成８年７月27日を起算日とする

35週間及びそれに引き続く52週間ご

との期間につき１週間当たり40時間
とする。週休日の振替及び半日勤務
時間の割振り変更は航海中以外の期

間において行う。

警察本部 1,337人 恒常的 週休日を12週間につき24日とし、勤 6. 3.31 夜間におけ

警察署の地域係 務時間を４週間につき１週間当たり る治安体制
及び看守係 40時間とする。 鉄道警察隊 の確保等の
情報管理課照会 10. 2.26 ため
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